
提出資料３ 

「消防職員の団結権のあり方検討会」ヒヤリング 資料 
 

消防職員ネットワーク 
会 長  菅沼 宏之 

 
 

１ 消防職員の団結権保障を前提に検討をすすめていることに感謝いたします。 
 
２ 消防職員ネットワークとは 
 日本中の消防職員が情報交流のできるようなネットワークづくりすることを目的とした、

消防職員の自主的組織です。 
１）ＩＬＯ８７号条約へのとりくみ 
２）国際人権規約へのとりくみ 
３）消防職場問題学習会を開催 
４）消防広域化問題のとりくみ 
 
３ 団結権保障の意義 
１）消防職場環境の改善に役立つ 
２）「安心・安全のまちづくり」 
３）「消防・救急・救助・防災」の専門分野でさらに活躍が期待 
 
４ 消防職員委員会について 
１）消防職員委員会制度は運営の限界 
２）職員からの信頼がない 
 
５ 団結権が保障されていないために裁判になった例 
１）東備消防組合本部では 
２）稲沢消防本部では 
 
６ 検討会での考察を踏まえた意見として 
１）指揮命令系統の乱れはありえません。 
２）現場のチームワークがより一層に強固になる。 
３）地域住民のための団結権保障 
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２００７年４月１日 

ＩＬＯ事務局 

 ファン・ソマビア事務局長 様 

日本自治体労働組合総連合 

中央執行委員長 駒場忠親 

 

消防職員ネットワーク 

会長    菅沼宏之 

 

日本国における消防職員の団結権保障問題に関する報告 

 

（報告の提出者） 

 日本自治体労働組合総連合（自治労連）は、日本の地方自治体に働く地方公務員労働者の産業別労

働組合の一つで、日本の労働組合のナショナルセンターである全国労働組合総連合（全労連）に加盟

しています。１９８９年１１月に設立され、現在３０地方組織に約２１万人が加盟しています。自治

労連には、地方自治体に働く、一般事務職、医療・看護関係、保育、清掃などの地方公務員労働者が

組織されています。 

 

 消防職員ネットワーク（ＦＦＮ）は、１９９７年５月に結成され、現在約１０００人の消防職員が

加入しています。本会の目的のひとつが、約１５万５千人の消防職員の団結権保障を早期に実現する

ことです。会の中心メンバーは、１９９５年と１９９７年にＩＬＯ本部を訪れ、結社の自由部部長の

ベルナルド・ジェルニゴン氏に団結権問題について要請しました。 

自治労連と消防職員ネットワークは、１９９８年６月、２０００年１０月、２００２年１０月、２

００４年９月、２００５年１２月にレポートをＩＬＯに提出しています。 

 

（報告の目的） 

２００２年１１月２１日の第２８５期ＩＬＯ理事会・結社の自由委員会は、「日本の法制度と慣行が

ＩＬＯ８７号、９８号条約に違反している」として、「公務員制度改革の意義と内容についてすべての

関係者と全面的で率直かつ意味のある交渉・協議をすみやかにおこなえ」と勧告しました。この協議

には、６項目の検討事項が明記され、その筆頭で「消防職員と監獄職員に自らの選択に基づく団体を

設立する権利を与えること」をあげています。 

 ２００５年に日本政府は、ＩＬＯへの年次報告で、「消防組織が警察組織の一部を構成しているとの

主張はとっていない」としながらも、「消防職員の権限は、行政作用としては「警察」に分類できるも

のもある」としています。ＩＬＯ８７号条約の第９条でいう『警察』とは、警察組織そのものを指し

ており、消防の権限が「警察」に分類できるかをいっているのではありません。それゆえ、行政上の

分類として、日本の消防に警察のような「権限」があると主張する政府見解は、詭弁です。政府が力

説する警察のような「権限」を有する行政機関（労働基準監督署、入国管理局、国税局など）でも、
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消防職員以外には、団結権が認められています。 

 自治労連と消防職員ネットワークは、２００５年１２月にＩＬＯ事務局長宛に、「日本国における消

防職員の団結権保障問題に関する報告」を提出しました。この報告で私たちは、２００５年政府年次

報告にある「消防職員委員会の組織及び運営の基準の一部改正」が同年８月１日に施行されたのを受

けて、予想できる問題点を指摘しました。 

 私たちは今回、以下の点をＩＬＯに報告します 

私たちは、「消防職員委員会の組織および運営の基準」の一部改定により、消防本部がこの「改善

事項」をどの程度履行したかを消防職員ネットワークの役員が所属する８つの消防【川口市消防(埼

玉県)、習志野市消防(千葉県)、豊橋市消防(愛知県)、京都市消防(京都府)、宇治市消防(京都府)、

東備消防組合(岡山県)、南国市消防(高知県)、北九州市消防(福岡県)】を対象に調査しました。そ

の調査で、このたびの消防職員委員会制度の「改善事項」が消防職員の団結権問題の改善策になって

いないことが明らかになりました。 

また、岡山県と愛知県で、消防職員が勤務条件等の問題で市当局を訴える裁判が現在、係争中です。

これは、消防職員委員会では解決できない問題です。 

 

（報告の内容） 

１ ２００６年・消防職員委員会運用状況（別表参照） 

①意見募集期間と委員会開催日 

  政府報告にある「年度前半に開催することを常会とする」とあるように、委員会開催日はいずれ

の消防本部も年度前半に委員会を開催している。意見募集期間が、１０日から半月程度の消防と１

か月余りの消防とがある。京都市消防局は年間を通じて、職員からの意見を受け付けている。川口

市消防本部では、①意見とりまとめ者宛に１週間、消防職員委員会事務局宛に１週間、計２週間受

け付けている。また、消防職員委員会事務局宛に郵送でも、意見を受け付けている。この場合、意

見受付の最終日の消印があるものまでが有効である。 

  どこの消防本部でも委員会は年に１回だけの開催である。消防が業務を遂行していく際にさまざ

まな問題がおきているので、問題にすぐ対応できるように、少なくとも年４回、委員会を開催する

べきである。  

②意見提出者への審議結果の通知 

  意見提出者に審議結果を通知した消防は、８つの消防のうち、４つの消防である。東備消防組合

では、所属長宛にさえ、審議結果を通知していない。 

③審議結果に対する消防長の意見が全職員に周知されたか 

  東備消防組合と南国市消防本部では、審議結果に対する消防長の意見が出ていない。その他の６

つの消防では、所属長宛の文書などで全職員に周知された。 

④意見取りまとめ者 

  川口市消防本部と習志野市消防本部では、「意見取りまとめ者」が機能していない。川口市消防本

部では、意見取りまとめ者宛にではなく、消防職員委員会事務局宛に意見提出することもできるの

で、このような現象がおきたと推察できる。 

  意見取りまとめ者が消防職員委員会事務局に補足説明をしたのは、北九州市消防局だけである。
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意見取りまとめ者が、消防職員委員会事務局に同委員会の運用について述べている消防はない。 

 ⑤審議事項外の意見 

  消防職員委員会制度がスタートしてから、消防組織法第１４条の５に規定する内容でないとして、

職員から消防職員委員会事務局に提出された意見が事務局の判断で却下されることがたびたびある。

たとえば、次のような意見である。(a)消防力の基準に基づき救急隊を２隊増やすこと、(b)重大な

労災事故が発生したときにはただちに安全委員会を開催すること、(c)意見提出者が消防職員委員会

に出席して、提出した意見の主旨説明や改善点などを述べられるようにすること、(d)消防職員を傍

聴できるようにすること、などである。 

 

以上の調査結果から明らかなように、消防職員ネットワークの役員が所属し一定の自主的な活動が

行なわれている８つの消防の消防職員委員会でさえ、開催回数や審議結果の通知など形式上も不十分

であり、また重要な問題が消防職員委員会で審議対象から除外されているなど消防職員委員会の限界

を示しています。 

ましてや自主組織のない多くの消防本部における消防職員委員会では、形式的には消防職員委員会

が開催されていても、管理職の側の一方的な主張・結論が上意下達的に押し付けられているのみで、

意思疎通が十分にはかられているとは言いがたい現状ではないかと容易に推測されます。 

したがって、「消防職員委員会の組織及び運営の基準」が一部改定されたものの、消防職員委員会が

団結権にかわるものではないことは引き続き明らかです。 

 

２ 消防自主的組織が提訴 

  ２００５年９月５日に岡山県の東備消防組合の東備消防職員協議会の２人が岡山地方裁判所に提

訴しました。訴状の内容は、おもに未払い賃金の請求、年次休暇申請拒否問題及び自主的組織の会

員に対する消防当局の弾圧を問題にしています（この件は０５年１２月の報告書で報告しました）。 

さらに本件係争中の 2006年 10月 26日に、東備消防職員協議会は新たに岡山県人事委員会に勤務

条件に関する措置要求をしました。その結果、2007 年 2 月 14 日、岡山県人事委員会が東備消防組

合消防本部に、条例の運用を改善する旨の勧告をおこない、同年 3月 7日付けで管理者から当協議

会に、人事委員会の勧告を尊重する旨の回答がありましたが、いまだに履行されていません。 

また、２００６年１月２６日に愛知県の稲沢市消防本部の職員４３人が未払いになっている夜間

手当と時間外勤務手当の支給などを消防当局にもとめて名古屋地方裁判所に提訴しました。当初は

愛知県人事委員会に勤務条件に関する措置要求をしようとしましたが、市町村合併により当該当局

が解消したために、措置要求の対象相手がいなくなりました。そのため裁判にふみきりました。 

いずれの裁判も、現在係争中です。この２つの裁判で争点になっている問題は、消防職員委員会

では改善されませんでした。他の公務職場では、これらの問題は団体交渉で何度も話し合われ、裁

判にいたらず、迅速に解決するのが普通です。 

 

以上から、日本政府がＩＬＯ８７号条約の批准国として、ＩＬＯ･結社の自由委員会｢勧告」に沿っ

た是正措置を取るよう強く働きかけていただくよう要請いたします。 



意見提出者に審議結
果を通知したか

審議結果に対する消防長の
意見が全職員に周知された
か

意見取りまとめ者について

①意見を取りまとめている。

②補足説明をしている。

③運用に関して述べていない。

①意見を取りまとめている。

②補足説明なし。

③運用に関して述べていない。

①意見を取りまとめている。

②補足説明なし。

③運用に関して述べていない。

①意見を取りまとめている。

②補足説明なし。

③運用に関して述べていない。

①意見を取りまとめている。

②補足説明なし。

③運用に関して述べていない。

①意見を取りまとめている。

②補足説明なし。

③運用に関して述べていない。

①意見を取りまとめていない。

②補足説明なし。

③運用に関して述べていない。

①意見を取りまとめていない。

②補足説明なし。

③運用に関して述べていない。

委員会事務局関連　　　　調査項目

消防本部
意見募集期間委員会開催日

習志野市消防

東備消防組合

北九州市消防

南国市消防

宇治市消防

京都市消防

個人宛通知済。
全職員に周知され
た。

豊橋市消防

川口市消防

8月8日～8月18日 9月12日 通知なし。
消防長の意見が出
いていない。

6月1日～6月16日 8月28日

6月20日～7月20日 9月13、14日 個人宛通知済。
全職員に周知され
た。

個人宛通知済。 各所属宛に通知。

年間を通じて募
集している。た
だし、開催日の
約２カ月前に締
め切る。

７月18、19日 個人宛通知済。
全職員に周知され
た。

5月1日～6月8
日

7月11日 所属宛に通知。 各所属宛に通知。

①意見取りまと
め者宛6月13～
6月19日
②総務課宛6月
20日～6月26日

7月25日 所属宛に通知。 各所属宛に通知。

審議結果

消防職員委員会開催状況調査

Ａ＝1　Ｂ＝4
Ｃ＝0　Ｄ＝9
所属対応1件

Ｂ＝17月19日～8月18日 9月13日
意見提出者はおろ
か、所属宛さえにも
通知等はなし。

消防長の意見が出
いていない。

4月17日～5月22日 7月24日

Ｂ＝2　Ｄ＝3

Ａ＝4　Ｂ＝5
Ｄ＝2

Ａ＝11　Ｂ＝3
Ｃ＝5

Ａ＝2　Ｂ＝3
Ｄ＝1

Ａ＝4　Ｂ＝4
Ｃ＝1　Ｄ＝2

Ａ＝6　Ｂ＝8
Ｃ＝17　Ｄ＝8
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